
 

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２２年６月３０日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第３０号 

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例 

瀬戸市火災予防条例（昭和３７年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（燃料電池発電設備） （燃料電池発電設備） 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固

体高分子型燃料電池、リン酸型燃料電池、溶融

炭酸塩型燃料電池又は固体酸化物型燃料電池に

よる発電設備であって火を使用するものに限

る。第３項及び第５項、第１７条の２並びに第

４４条第１０号において同じ。）の位置、構造

及び管理の基準については、第３条第１項第１

号（アを除く。）、第２号、第４号、第５号、

第７号、第９号、第１７号（ウ、ス及びセを除

く。）、第１８号及び第１８号の３並びに第２

項第１号、第１１条第１項（第７号を除く。）

並びに第１２条第１項（第２号を除く。）の規

定を準用する。 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固

体高分子型燃料電池、リン酸型燃料電池又は溶

融炭酸塩型燃料電池による発電設備であって火

を使用するものに限る。第３項及び第５項、第

１７条の２並びに第４４条第１０号において同

じ。）の位置、構造及び管理の基準について

は、第３条第１項第１号（アを除く。）、第２

号、第４号、第５号、第７号、第９号、第１７

号（ウ、ス及びセを除く。）、第１８号及び第

１８号の３並びに第２項第１号、第１１条第１

項（第７号を除く。）並びに第１２条第１項

（第２号を除く。）の規定を準用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料

電池発電設備（固体高分子型燃料電池又は固体

酸化物型燃料電池による発電設備であって火を

使用するものに限る。以下この項及び第４項に

おいて同じ。）であって出力１０キロワット未

満のもののうち、改質器の温度が過度に上昇し

た場合若しくは過度に低下した場合又は外箱の

２ 前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料

電池発電設備（固体高分子型燃料電池による発

電設備であって火を使用するものに限る。以下

この項及び第４項において同じ。）であって出

力１０キロワット未満のもののうち、改質器の

温度が過度に上昇した場合若しくは過度に低下

した場合又は外箱の換気装置に異常が生じた場



 

換気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電

池発電設備を停止できる装置を設けたものの位

置、構造及び管理の基準については、第３条第

１項第１号（アを除く。）、第２号、第４号、

第５号、第７号、第９号、第１７号（ウ、ス及

びセを除く。）、第１８号及び第１８号の３並

びに第２項第１号及び第４号、第１１条第１項

第１号、第２号、第４号、第８号及び第１０号

並びに第１２条第１項第３号及び第４号の規定

を準用する。 

合に自動的に燃料電池発電設備を停止できる装

置を設けたものの位置、構造及び管理の基準に

ついては、第３条第１項第１号（アを除

く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第

９号、第１７号（ウ、ス及びセを除く。）、第

１８号及び第１８号の３並びに第２項第１号及

び第４号、第１１条第１項第１号、第２号、第

４号、第８号及び第１０号並びに第１２条第１

項第３号及び第４号の規定を準用する。 

３から５まで ＜省略＞ ３から５まで ＜省略＞ 

（設置の免除） （設置の免除） 

第２９条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の

各号に掲げるときは、次の各号に定める設備の

有効範囲内の住宅の部分について住宅用防災警

報器又は住宅用防災報知設備（以下この章にお

いて「住宅用防災警報器等」という。）を設置

しないことができる。 

第２９条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の

各号に掲げるときは、次の各号に定める設備の

有効範囲内の住宅の部分について住宅用防災警

報器又は住宅用防災報知設備（以下この章にお

いて「住宅用防災警報器等」という。）を設置

しないことができる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に

掲げる住宅の部分に共同住宅用スプリンクラ

ー設備を特定共同住宅等における必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設

備等に関する省令（平成１７年総務省令第４

０号。以下「特定共同住宅等省令」とい

う。）第３条第３項第２号に定める技術上の

基準に従い、又は当該技術上の基準の例によ

り設置したとき。 

⑶ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に

掲げる住宅の部分に共同住宅用スプリンクラ

ー設備を特定共同住宅等における必要とされ

る防火安全性能を有する消防の用に供する設

備等に関する省令（平成１７年総務省令第４

０号。以下「特定共同住宅等省令」とい

う。）第３条第２項第２号に定める技術上の

基準に従い、又は当該技術上の基準の例によ

り設置したとき。 

⑷ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に

掲げる住宅の部分に共同住宅用自動火災報知

設備を特定共同住宅等省令第３条第３項第３

号に定める技術上の基準に従い、又は当該技

術上の基準の例により設置したとき。 

⑷ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に

掲げる住宅の部分に共同住宅用自動火災報知

設備を特定共同住宅等省令第３条第２項第３

号に定める技術上の基準に従い、又は当該技

術上の基準の例により設置したとき。 

⑸ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に ⑸ 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に



 

掲げる住宅の部分に住戸用自動火災報知設備

を特定共同住宅等省令第３条第３項第４号に

定める技術上の基準に従い、又は当該技術上

の基準の例により設置したとき。 

掲げる住宅の部分に住戸用自動火災報知設備

を特定共同住宅等省令第３条第２項第４号に

定める技術上の基準に従い、又は当該技術上

の基準の例により設置したとき。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１２月１日から施行する。ただし、第２９条

の５の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている燃料

電池発電設備（固体酸化物型燃料電池による発電設備に限る。）のうち、

改正後の瀬戸市火災予防条例第８条の３の規定に適合しないものについ

ては、当該規定は、適用しない。 

 

 


